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告 示 

 

三重県告示第 574号 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の 2 の 7 第 2 項の規定により、以下の歳入等の収納の事務（以

下「特定収納事務」という。）を地方税共同機構に行わせることとしました。 

  令和 8 年 9 月 24 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1  特定収納事務を地方税共同機構に行わせることとした日 

令和 8 年 9 月 24 日 

2  特定収納事務に係る歳入等 

使用料 

 

 

公 告 

 

土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）第 48 条第 9 項において準用する同法第 10 条第 1 項の規定により、土地

改良事業（菰野町土地改良区維持管理事業）の計画変更を令和 8 年 9 月 9 日認可しました。 

 なお、変更認可に不服がある者は、三重県を被告として、変更認可があったことを知った日の翌日から起算し

て 6 か月以内に認可処分の取消しの訴えを提起することができます。 

令和 8 年 9 月 24 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

 

土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）第 48 条第 9 項において準用する同法第 10 条第 1 項の規定により、土地

改良事業（大仰石橋土地改良区維持管理事業）の計画変更を令和 8 年 9 月 10 日認可しました。 

 なお、変更認可に不服がある者は、三重県を被告として、変更認可があったことを知った日の翌日から起算し

て 6 か月以内に認可処分の取消しの訴えを提起することができます。 

令和 8 年 9 月 24 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   
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